
国
の
原
子
力
規
制
委
員
会
が
「安
全

を
保
障
し
た
わ
け
で
も
な
い
」
と
し
た
、

九
州
電
力
川
内
原
発
１
・２
号
機
が
再

稼
働
。
責
任
は
九
州
電
力
に
、
事
故

時
の
避
難
対
策
は
自
治
体
に
丸
投
げ
、

原
発
敷
地
内
安
全
対
策
施
設
も
５
年

間
猶
予
で
お
構
い
な
し
で
す
。

さ
ら
に
関
西
電
力
高
浜
原
発
、
四

国
電
力
伊
方
原
発
の
再
稼
働
も
予
定
。

し
か
も
原
発
輸
出
の
出
前
外
交
を
展

開
中
で
す
。

米
軍
基
地
の
74
％
が
沖
縄
に
集
中
す

る
な
か
、
今
度
は
「
普
天
間
基
地
の
危

険
性
除
去
」
と
の
名
目
で
名
護
市
辺

野
古
地
区
に
新
基
地
を
建
設
。
こ
れ
に

翁
長
雄
志
県
知
事
を
は
じ
め
、
県
民
は

総
ぐ
る
み
で
反
対
。
し
か
し
、
安
倍
内

閣
は
違
法
手
続
き
で
工
事
を
強
行
し
、

警
視
庁
機
動
隊
ま
で
動
員
し
、
県
民

を
弾
圧
し
て
い
ま
す
。

昨
年
７
月
の
閣
議
決
定
に
よ
る
集
団

的
自
衛
権
行
使
容
認
は
、
憲
法
９
条

を
全
面
否
定
す
る
も
の
。
そ
の
具
体
化

に
安
全
保
障
関
連
法
案
（
戦
争
参
加

法
）
を
９
月
19
日
に
強
行
可
決
し
ま
し

た
。こ

の
法
律
は
３
月
に
施
行
を
予
定
。

日
本
は
米
国
の
軍
事
費
削
減
を
肩
代

わ
り
し
、
米
軍
と
一
体
に
世
界
で
戦
争

が
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
日
本
国

内
の
テ
ロ
も
現
実
味
を
帯
び
て
き
ま
し

た
。福

島
原
発
自
主
避
難
者
へ
の
住
宅

無
償
提
供
を
17
年
３
月
で
打
ち
切
り
。

国
の
避
難
指
示
区
域
も
見
直
し
、
半

強
制
的
帰
還
政
策
に
踏
み
込
み
ま
し

た
。
ま
た
、
子
ど
も
の
甲
状
腺
が
ん
の
多

発
を
「通
常
値
」と
う
そ
ぶ
く
始
末
。
「フ

ク
シ
マ
」
に
対
す
る
棄
民
政
策
に
拍
車

を
か
け
た
１
年
で
し
た
。

９
月
30

日
に
「
労
働
者
派
遣
法
」
が

施
行
さ
れ
ま
し
た
。
会
社
は
、
業
種
を

問
わ
ず
派
遣
労
働
者
を
３
年
ご
と
に

自
由
に
入
れ
替
え
で
き
る
雇
用
が
可

能
と
な
り
ま
し
た
。

非
正
規
労
働
者
は
今
年
９
月
で
１
９

７
１
万
人
（
正
規
雇
用
比
40
％
）
で
11

期
連
続
。
結
婚
、
子
育
て
は
ま
す
ま
す

遠
く
な
る
暗
い
現
実
が
加
速
し
ま
す
。

生
活
保
護
の
住
宅
扶
助
削
減
が
７

月
に
行
わ
れ
て
44
万
世
帯
に
影
響
、
あ

る
県
で
は
２
人
世
帯
で
１
万
円
も
の
削

減
。
さ
ら
に
暖
房
費
に
相
当
す
る
冬
期

加
算
も
大
幅
に
削
減
。
社
会
保
障
関

係
費
の
削
減
は
底
な
し
で
す
。

安
倍
内
閣
の
「
１
億
総
活
躍
社
会
」

は
、
猫
だ
ま
し
の
砂
上
の
楼
閣
に
過
ぎ

ま
せ
ん
。
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新社会党 で
す

こんにちは

２
０
１
２
年
12
月
26
日
に
発
足
し
た
安
倍
内
閣
は
来
年
で
４
年
目
に
入
ろ
う
と
し
て
い

ま
す
。
安
倍
内
閣
は
発
足
以
来
、
「ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」、
「３
本
の
矢
」の
ア
ド
バ
ル
ー
ン
を
あ
げ

て
き
ま
し
た
。
今
年
10
月
の
内
閣
改
造
で
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
６
０
０
兆
円
、
出
生
率
１
・８
％
、
介
護

離
職
ゼ
ロ
を
め
ざ
す
「新
３
本
の
矢
」を
ぶ
ち
上
げ
ま
し
た
。
し
か
し
、
ど
ん
な
に
取
り
繕
っ
て

も
国
民
生
活
の
窮
乏
と
社
会
保
障
政
策
の
後
退
、
財
界
と
米
国
優
先
の
政
治
は
明
ら

か
で
す
。
「切
り
捨
て
ご
免
」の
安
倍
内
閣
の
暴
走
政
治
を
早
く
止
め
ま
し
ょ
う
。
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切
り
捨
て
ら
れ
る
生
活
と
平
和

安
全
の
切
り
捨
て

川
内
原
発
再
稼
働
を
強
行

県
民
の
声
を
切
り
捨
て

沖
縄
辺
野
古
新
基
地
建
設
を
強
行

平
和
の
切
り
捨
て

憲
法
９
条
を
根
本
か
ら
否
定

フ
ク
シ
マ
の
切
り
捨
て

原
発
避
難
者
支
援
を
打
切
り

困
窮
者
の
切
り
捨
て

住
宅
扶
助
基
準
を
引
き
下
げ

労
働
者
の
切
り
捨
て

一
生
派
遣
労
働
法
に
改
悪

安倍内閣

暴走の1年間
憲法、国会、民意の無視が常態化

戦
争
法
廃
止
の
２
０
０
０
万

統
一
署
名
を
実
施
中
！



自
民
党
案

と
公
明
党
案

の
違
い
は
軽

減
税
率
の
対
象
を
生
鮮
食
料
品
＋
α
に
す

る
か
（
自
民
）
、
そ
れ
と
も
広
く
加
工
食
品
を

加
え
る
か
（
公
明
）
で
す
。
そ
の
税
源
と
し
て

自
民
案
は
３
４
０
０
億
円
＋
α
＝
４
０
０
０

億
円
程
度
、
公
明
案
は
８
０
０
０
億
円
か
ら

１
・
３
兆
円
ま
で
幅
を
持
た
せ
て
い
ま
し
た
。

そ
の
自
公
協
議
の
中
で
、
菓
子
パ
ン
は
お
菓

子
か
パ
ン
か
と
い
っ
た
底
抜
け
の
議
論
が
大

ま
じ
め
に
交
わ
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
一
事
を

見
て
も
、
軽
減
税
率
は
庶
民
生
活
救
済
の
た

め
に
あ
る
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

安
倍
首
相

は｢

な
い
袖
は

振
れ
な
い
。
社

会
保
障
と
税
の
一
体
改
革
の
枠
内
で
議
論
を｣

と
指
示
し
ま
し
た
。
「
社
会
保
障
と
税
の
一

体
改
革
」
は
２
０
１
２
年
に
民
主
党
・
野
田
政

権
の
時
に
民
自
公
３
党
で
合
意
し
ま
し
た
。

当
時
の
消
費
税
は
５
％
。
そ
れ
を
10
％
に

引
き
上
げ
る
こ
と
を
決
め
、
増
収
分
を
社
会

保
障
の
充
実
に
使
い
、
増
収
分
（
14
兆
円
）
の

う
ち
半
分
以
上
（
７
・
３
兆
円
）
を
借
金
の
返

済
に
充
て
る
と
し
て
い
ま
し
た
。
10
％
へ
の
引

き
上
げ
を
前
に
、
増
収
分
が
本
当
に
社
会
保

障
の
充
実
に
使
わ
れ
た
の
か
検
証
を
す
べ
き

で
す
。

安
倍
首
相

が
言
う
「
社

会
保
障
と
税

の
一
体
改
革
の
枠
内
」
は
、
財
源
だ
け
に
限
っ

た
発
言
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

第
２
次
安
倍
政
権
は
13
年
と
14
年
の
２
度

の
国
政
選
挙
で
、
一
体
改
革
＝
消
費
税
増
税

は
民
主
党
政
権
が
決
め
た
と
宣
伝
し
ま
し
た
。

先
の
安
倍
発
言
に
は
、
10
％
へ
の
引
き
上
げ

も
民
主
党
政
権
の
責
任
に
す
る
ズ
ル
賢
い
思

惑
が
隠
さ
れ
て
い
ま
す
。

消
費
税
増

税
は
政
権
の

命
取
り
に
な

り
ま
す
。
庶
民
が
投
票
行
動
で
反
乱
を
起
こ

す
か
ら
で
す
。
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
が
命
綱
の
安
倍

政
権
、
15
年
10
月
実
施
予
定
の
10
％
へ
の
増

税
を
先
送
り
し
ま
し
た
。
景
気
が
悪
け
れ
ば

増
税
し
な
い
と
し
た
景
気
条
項
は
破
棄
し
、

も
は
や
安
倍
政
権
に
は
後
が
あ
り
ま
せ
ん
。

３
本
の
矢
は
地
に
落
下
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は

低
迷
、
た
の
み
は
企
業
の
賃
上
げ
と
設
備
投

資
の
拡
大
し
か
な
く
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
た

め
に
法
人
実
効
税
を
20
％
台
に
す
る
と
言
い

な
が
ら
、
景
気
悪
化
を
も
た
ら
す
消
費
税
増

税
に
踏
み
切
ろ
う
と
し
て
い
ま
す
。消

費
税
増

税
は
財
界
（
経

団
連
）
の
た
っ

て
の
要
望
で
す
。
輸
出
大
企
業
は
消
費
税
を

払
う
こ
と
な
く
、
輸
出
還
付
金
で
大
儲
け
で

き
る
か
ら
で
す
。
10
％
よ
り
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
並
み

の
19
％
、
25
％
を
目
指
し
て
い
ま
す
。
軽
減

税
率
も
キ
リ
ン
、
ア
サ
ヒ
、
日
清
、
お
菓
子
論

争
で
い
え
ば
明
治
、
森
永
な
ど
が
納
税
ス
ル
ー

に
な
る
か
ら
で
す
。

庶
民
は
便
乗
の
価

格
高
騰
を
押
し
付
け

ら
れ
る
だ
け
な
の
で

す
！
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消
費
税
が
２
０
１
７
年
４
月
に
10
％
に
引
き

上
げ
ら
れ
ま
す
。
庶
民
は
ま
す
ま
す
消
費
を

控
え
、
中
小
事
業
者
は
負
担
に
耐
え
切
れ
ず

倒
産
、
景
気
は
さ
ら
に
後
退
し
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス

は
総
崩
れ
、
安
倍
政
権
は
潰
れ
る
―
。
そ
ん
な

シ
ナ
リ
オ
に
お
び
え
る
自
民
・公
明
与
党
は
、

軽
減
税
率
を
巡
り
綱
引
き
を
演
じ
ま
し
た
。

庶
民
の
間
に
は
こ
れ
で
い
か
ほ
ど
か
税
負
担

が
軽
く
な
る
の
で
な
い
か
と
期
待
す
る
向
き
も

あ
り
ま
す
が
、
と
ん
で
も
な
い
。
一
時
し
の
ぎ
で

は
な
く
、
恒
久
的
に
負
担
を
減
ら
す
の
が
目

的
な
ら
、
せ
め
て
５
％
に
戻
す
べ
き
で
す
。

菓
子
パ
ン
は

お
菓
子
か
パ
ン
か
？

消
費
税
は
い
ら
な
い
！
せ
め
て
５
％
に
戻
し
た
ら
ど
う
だ
！

消費税増税を隠す軽減税率

社
会
保
障
に

使
わ
れ
て
い
る
か
？

安
倍
首
相
の

ズ
ル
賢
い
思
惑
。
何
？

消
費
税
増
税
は
命
取
り
。

な
の
に
、
な
ぜ
？

消
費
税
増
税
は

財
界
の
要
望
。
な
ぜ
？
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